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研究要旨  
        
 看護者が不妊看護を考える場として活用し、互いに情報交換や問題解決をはかるこ

と、および、看護者ばかりでなく、社会への不妊看護のアピールを含め、患者、他の

医療者が不妊とその看護支援と関連するさまざまな情報を共有できるようにするこ

とをねらいとし、看護職による不妊に関するネットワークを計画し、発足させ、その

評価について検討した。また、海外および日本の不妊治療、看護の動向や現状をふま

え、不妊看護ガイドラインの開発方法、基本理念、適用する対象を検討した。 
 
 
Ⅰ．研究の背景  
 生殖補助技術はその開発・運用面にお

いてますます拡大しており、これを利用

して妊娠・出産を望むカップルも増加し

ている。不妊治療の普及は、自然妊娠の

困難なカップルに選択肢を提供する一方、

治療をしても子どもが得られる確率の低

さ、治療環境および情報提供と相談体制

の整備の遅れ、経済的負担などが利用者

に悩みをもたらしている。この現況にお

いて、看護者は患者に十分対応し、機能

しているとは言い難い。それは、治療環

境・相談体制の整備の遅れ、不妊患者に

対する理解不足、不妊看護という新しい

領域の体系化・学習不足などの影響が考

えられる。 
 本研究により期待される成果としては、

日本において初めての不妊看護に関する

ガイドラインを作成することにより、不

妊治療を受けている患者とその家族に対

する看護役割機能の質的な向上が期待さ

れる。また、不妊看護に関するネットワ

ークを構築することにより、看護者の情

報の共有、問題解決の促進が期待される。

これらは、ひいては家族の満足度と QOL
の向上につながるものと考える。 
 
Ⅱ．研究目的  
 本研究がめざすのは、看護者がおこな

う患者支援の強化につなげるために、不

妊看護に関するガイドラインを作成する

こと、および不妊や不妊看護について情

報や意見を交換・発信するネットワーク

を構築し、評価することである。本年度
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はネットワークの構築に主眼をおく。 
 
Ⅲ．研究経過の概要  
 平成 10年度： 
 先行研究およびヒアリングにより、看

護の現状把握と問題の分析 
 平成 11年度： 
１．ガイドライン開発過程の検討とガイ

ドラインを用いる対象の明確化 
２．構築するネットワークの目的・形態

の明確化およびネットワークの立ち上げ

とその評価方略の検討 
 平成 12年度： 
１．ガイドライン策定 
２．ネットワーク評価 
 
Ⅳ．平成 1 1 年度研究成果およびその考察 

 １．ガイドラインの開発 

 1 )  ガイドラインとは何か 
 ガイドライン(guideline)とは、「指針」
（オンライン版ライフサイエンス辞書）

であり、The Institute of Medicineは、
「特定の臨床状況に対する適切なヘルス

ケアについて実践家および患者の意思決

定を支えるために系統的に作成された言

明である」と、定義している 1)。 
欧米では、1990年代初頭から、種 
々の臨床状況のヘルスケアについて、

clinical guideline 、 clinical practice 
guideline、practice guideline などとし
て、エビデンス (evidence) に則ったガ
イドラインづくりが進み、その有効性の

評価も行なわれている。これらのガイド

ラインは、作成された勧告に、エビデン

スとその強さのレベルが示される点で、

従来のガイドラインとの大きな違いをみ

ることができる。このようなガイドライ

ンは、効率的かつ効果的、妥当性かつ信

頼性のある医療を行なううえで、そして、

医療者と患者の情報の共有化による医療

の選択を容易にするうえで、利点がある

とされる。 
 日本でも Evidence-Based Medicine
（以下 EBM）で医学中央雑誌を検索す
ると 1994～1996年までは０件であった
のに対し、1997年には 144件あり、1998
年に49件、1999年に186件となり、1997
年から急速に EBMの概念が入ってきた
ことがうかがわれた。 
 一方、ガイドラインには害悪も限界も

あるという。それは、専門家によって開

発された場合では、自分たちに都合よく、

バイアスがかかっていたり、一般の人々

を脅かすようにみえたりすることもある。

厳しい規則のために柔軟性のないもので

あれば、管理・監査者、法律家向きで臨

床家に向かない。また、エビデンスより

も意見を中心に作られた場合は、エビデ

ンスに基づいたガイドラインより、バイ

アスや興味次第となり、もろいものにな

る。一方、エビデンスに基づいて作られ

た場合は、作るのにお金も時間もかかる。

また、ガイドラインはケアの質改善のた

めの一つのオプションにすぎないという

指摘があった 2)。 
 看護領域の組織が作った EBMによる
クリニカルガイドラインについては、

1998年 Royal College of Nursing （以
下 RCN）による「足の潰瘍をもつ患者
の管理」がある 3)。RCNでは、作成した
ガイドラインの効果をはかる作業を行う

と同時に、「圧迫性潰瘍」「子どもの疼痛

の管理」「化学療法」に関するガイドライ

ンづくりが進められていることや、他の

組織グループにおけるガイドライン開発

に参与していることを明らかにしている。 
 practice guideline and infertility を
キーワードとした文献検索では、

Advanced PubMed Search で１５件あ
っ た 。 キ ー ワ ー ド guideline and 
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infertility では、 Advanced PubMed 
Search で 24 件 あ り 、
MEDLINE(1996-1999/12)では 3件（う
ち１件は Advanced PubMed Searchに
よ る 検 出 文 献 と 重 複 ）、

CINAHL(1982-1999/11)では８件あった。 
 National Guideline Clearinghouseの
オンライン検索では、キーワード

infertility で、関連する７つのガイドラ
インが検出された。これらは、不妊（女

性・男性・カップル）の診断・治療・管

理に関するガイドラインと、腫瘍や機能

障害、性感染症、内分泌疾患、化学療法、

喫煙中止などのガイドラインで不妊との

関連を内容に含むものとに大別された。

国としては、英、独、仏、伊、米のもの

が含まれた。  
 Royal College of Obstetricians and 
Gynaecologists は、1999 年、エビデン
スに則ったガイドライン「不妊カップル

の初期検査と管理」と「第２次ケアにお

ける不妊の管理」の二つを発表した 4)。 
 RCNの Fertility Nurse Group(以下
FNG)は、1993年に「fertility nurseの
ためのケアスタンダード」5)を刊行し、

1996年には「Transport IVFに関する
ガイドライン」を策定した 6)。1997 年
にFNGは 10周年を迎え、会員に対し、
臨床実践の範囲と労働状態に関する調

査を行なった。その結果は、臨床実践の

ガイドライン開発と、不妊看護にたずさ

わる看護者のための適切な教育プログ

ラムの継続的な開発との二点を指示す

るだろうと予想された 7)。 
 American Society for Reproductive 
Medicine(以下 ASRM)は、1991年「体
外受精、配偶子卵管内移植、関連する手

順に関するガイドライン（1998 年に改
訂）」、1996 年「不妊サービスの提供に
関するガイドライン」、1997年「配偶子

と胚の提供に関するガイドライン」、

1999年「ARTプログラムの広告に関す
るガイドライン」、同じく 1999 年「胚
の移植数に関するガイドライン（改訂・

改正）」などを策定した 8)。 
 ASRM の看護職グループ Nurses 
Professional Group は、1991 年から、
「不妊看護に関する 17 のプロトコル
（手順も含む）」を作成している。例え

ば「不妊患者／カップルの看護管理」の

ような全般的な内容、「子宮卵管造影検

査を受ける患者の準備」「人工授精

(IUI)を行なっている患者の看護管理」
など検査や治療方法に応じた内容、「外

来における卵巣過剰刺激症候群(OHSS)
の患者の管理」「不妊後の妊娠初期の看

護管理」など合併症や妊娠後のケアに関

する内容のプロトコルが作成されてい

る 9)。 
 American Nurses Associationは、28
の看護スタンダードを明らかにしてい

るが、それらの中には不妊看護に関する

ものは含まれていなかった。 
 American College of 
Nurse-Midwives(以下 ACNM)は、1992
年、クライエントやその家族などの要請

により助産実践は発展していくもので

あることを認め、新しい手順を助産実践

に組み込んでいくときに踏むべきガイ

ドラインと、「基本的な助産実践のコ

ア・コンペテンシィ」を策定した。1997
年には、そのコア・コンペテンシィを見

直し、「女性に対するプライマリケア」

の一つとして「家族計画／婦人科ケア」

を挙げ、無計画で望まない妊娠、性に関

する関心、不妊、その他の婦人科の問題

についてのカウンセリングと依頼に関

するリソースを含む知識を適用する能

力をコア・コンペテンシィに加えた。つ

まり、不妊に関する支援の能力というも
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のが助産婦の中核的能力の一つとして

必要であることを認めたことになる。ま

た、1993年には、ACNMのスタンダー
ドで用いられている " protocol "という
ことばを" practice guideline "というこ
とばに置き換えた。一般的な慣用によれ

ば、どちらかというと" protocol "は、あ
まり柔軟性がなく、かなり詳細で正確な

手順を連想するのに対し、" guideline "
は、個別の状況に基づいてなされる臨床

判断の余地を残すものであり、この置き

換えは普遍的ではないかもしれないと

しながらも、この二つの用語を互換でき

るとしている 10)。 
 英米両国では、職能・学術団体が不妊

看護に関する専門能力について言明し

たり、専門グループをもったり、ガイド

ラインやプロトコルをつくることで、そ

の職能、職域などについて検討を重ねて

いる。 
 日本では、日本不妊学会が、1996 年
「新しい生殖医療技術のガイドライン」

を編集している。これは、一部を除き、

現在日本で新しく生殖医療技術のガイ

ドラインとして実施されているもの、あ

るいは近い将来になされようとしてい

るものなど生殖医療領域に占める先端

技術と、その背景ならびにそれの具体的

実施法に関して集大成したものとされ

ている 11)。 
 日本助産学会・将来の助産婦のあり方

委員会は、1998年、「日本の助産婦が持
つべき実践能力と責任範囲」を最終案と

して答申した 12)。このなかの、「女性の

ケアとその責任範囲」に、「不妊の悩み

をもつ女性と家族への支援」が含まれた。 
  日本看護協会・助産婦職能委員会「助  
 産婦と諸制度にかかわる問題検討小委  
 員会」は、1999年、不妊看護認定看護 
 師教育カリキュラムを作成した 13)。社 

 会および医療界の動向、母性・助産看護
領域で働く看護職が抱えている困難のう 
ちで早急な対応が求められているものと

いう視点で選ばれた。さらに、当委員会

によれば、不妊看護は、その領域も限定

され、対象も明瞭であり、かつ社会的に

も要請があるとして専門看護師ではなく、

認定看護師教育の対象とするとしている。 
 日本の看護・助産界でも、不妊看護に

関するケアの責任を明確にしようとした

り、継続教育に関する動きがみられた。  
   
2 )  ガイドライン開発方法の探索 

 ガイドライン開発について、practice 
guideline development、guideline 
developmentをキーワードとし、文献検
索した。MEDLINE(1996-1999/12)で 19
件、CINAHL(1982-1999/11)で 129件あ
った。 
 Shekelleらは、ガイドライン開発に関
する文献や北米および英国における彼ら

の開発経験をもとに、エビデンスに基づ

いたガイドライン開発の初期段階は５つ

のステップがあると述べている 14)。要約

すると、まず、対象とする領域を明確に

し、精錬する（第１ステップ）。次に、ガ

イドライン開発グループを召集し、動か

す（第２ステップ）。そして、系統的文献

検索に基づいて、グループは臨床上の問

いあるいは状態についてのエビデンスを

査定する（第３ステップ）。次に、このエ

ビデンスをクリニカルプラクティスガイ

ドラインにおける勧告に言い換えていく

（第 4 ステップ）。最後に、そのガイド
ラインの外部レヴューを受ける（第５ス

テップ）、というものである。本研究にお

いても、このステップを採用する計画で

ある。 
  本研究におけるガイドライン開発に関
し、1999 年 12 月 15 日、カリフォルニ
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ア大学（UCSF）の Dr. William L.   
 Holzemer のコンサルテーションを受
けた。その結果、ガイドラインを用いる

対象や看護状況の焦点をしぼること、そ

して、強力なエビデンスがみあたらなか

ったとしてもエビデンスを示した勧告に

よるガイドラインをつくることを勧める

という助言を得た。これを踏まえ、不妊

看護の実践領域全体の範囲と作成するガ

イドラインを適用する範囲や対象とを明

確にするプロセスに入った。また、ガイ

ドラインの前提ともなる不妊看護の基本

理念を検討した。 
 
3 )  ガイドラインの開発過程 

( 1 ) 不妊看護の基本理念 

 

＜必ずしも治療を前提としないこと＞  
 不妊の状態にある女性およびカップル

の中には、医学的診断によってその状態

や原因を追求することを選ぶ人がいる一

方、それを選ばない人もいる。医療を利

用することで妊娠・出産を獲得しようと

する人がいる一方、妊娠・出産を望みな

がらも医療の利用を選ば（べ）ない人も

いる。 
 すなわち、不妊の人々がすべて必ず医

療とかかわりをもつとは限らない。しか

し、医療とかかわらない人々の中にも不

妊の悩みをもっている人はいる。 
 また、受診してくるすべての患者が不

妊やその治療および医療機関について十

分な知識、理解をもっているとは限らな

い。 
 生殖医療は不妊の悩みを消滅させるも

のではない。治療を受けても妊娠・出産

に至らない人々はそこに至る人々より多

数である。治療中においても妊娠・出産

の保証はない。治療を受けることは新た

な悩みの出現をみたり、悩みの数や深さ

を増幅させる面もある。治療にともなう

身体的な苦痛や副作用もしばしば経験さ

れる。また、すでに子どもが生まれてい

ても、次の妊娠を望んだときに不妊経験

に直面する人（続発性不妊）や、子ども

を望むたびに繰り返し不妊治療をおこな

う人もいる。不妊経験を経て妊娠・出産

に至った人々には、そのような経歴のな

い人々とは異なる身体的・心理社会的背

景があり、妊娠したからといってすぐに

不妊とその関与が消失するわけではない。 
 以上のことから、不妊治療を現在受け

にきている人々へのケアであっても、治

療を前提としたり、妊娠・出産をゴール

とすることはできない。 
 看護は医療の内外に視点を向け、人々

の生活（人生）にフォーカスをあて当事

者の自己決定を支援する。 
 
＜こころとからだの両方を癒すこと＞  
 不妊の人々のもつ心身の苦痛や緊張は

不妊の悩みや治療から生じるものである。

こころの側面のケアとしては、相談やカ

ウンセリングが重要な役割を果たす。し

かし、日本のその体制の現状は非常に未

整備である。地域においても、医療機関

においてもその機能をもった場・マンパ

ワーともに不足している。臨床心理士・

心理療法家や、高額な医療費に関するフ

ァイナンシャルな面の相談に応じる専門

家などのサポートが必要である。そのよ

うな未整備な現状を認識したうえで、心

理の専門家と共同しながら、対象のここ

ろの理解と支援を行なう。 
 また、リラックスして安楽に診療を受

けられるように配慮したり、治療にとも

なうさまざまなからだの変化・不快症

状・副作用などに対する情報提供やセル

フケアに関する教育、異常の早期発見は、

看護者ならでは発揮できる機能である。  
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＜患者を擁護し、代弁すること＞  
 現在、日本の不妊治療機関は、治療の

方法、費用、診療体制、外来・入院での

看護体制、心理面のサポート体制などに

関し、患者の取り扱いがさまざまである。

施設のサポートやサービスの質・その範

囲に関する責務を明確にした指針もない。

医療機関がもっているサポートについて

患者に提供される情報も患者にはきわめ

てわかりにくい現状である。患者にとっ

ての利益優先というよりは、それぞれの

施設のソフト・ハード面の都合で取り扱

われているといった側面がある。また、

医師と患者の関係には、ジェンダー関係

により、治療中の患者の思いと医師の治

療上の意向との間には大きなギャップが

発生しがちである。このような理由から、

患者の擁護・代弁が必要である。これは

治療の場に身を置き、患者にもっとも身

近な位置に存在する看護者の責任である。 
 
＜他の専門職・非専門職と共同すること＞  
 看護は、患者の治療と不妊の悩みを抱

えて生きる生活（人生）の両面に目を向

ける。治療という点では、とくに医師と

の共同が必要である。また、相談やカウ

ンセリングに関しては、心理の専門家と

看護の共通点・相違点・範囲などを明確

にして共同することが重要である。当事

者でなければ交換しあえないサポートと

なるピアグループとの共同も重要である。

患者・家族を中心として、治療と心身の

安寧との間の、調整役を担っていく可能

性が考えられる。 
 
(2) ガイドラインを用いる対象の明確化

（ガイドライン開発の第１ステップ） 

 昨年度の、看護者のストレス・ジレン

マと、行なわれている看護とその環境に

関する分析に基づき、活用ニーズが高く、

大きな効果が期待されそうな領域を検討

し、「不妊のための初回受診時の看護」に

焦点をあてた。 
 その理由として、まず、看護者が患者

と関わりの接点をもつことが重要と考え

た。それには、その医療機関での最初の

スタート時が適切だと考えた。初めにつ

ながりをもつことで、看護のきっかけが

生じ、やがて点ではなく、線で結んだ看

護として継続していく可能性も高くなる。

この時点で、看護者はどのような支援を

おこなうかを示される、つまり指針をも

つことで、具体的なケアのプランニング

と実施（行動）、および評価が可能となっ

ていく。患者の側からは、支援が受けら

れる人として看護者を認識しやすくなり、

この時期に適切なサポートを受けること

が可能となる。 
 なお、不妊看護の対象理解としては、

思春期・更年期・老年期の各ライフステ

ージと、受診以前の（不妊かもしれない、

子どもがなかなかできない悩み、相談し

たり、病院にかかりたいがどうしたらよ

いかわからない悩みの）段階も非常に重

要であるが、今回、作成するガイドライ

ンの対象からは外すこととする。 
 
 ２．ネットワークの構築および評価方略

の検討  
1) ネットワークの目的（ねらい） 
 生殖補助技術が発展している一方、看

護者が不妊の当事者にどのような支援を

行っていけば良いのかは明らかになって

いない。 
 研究者らが平成 10 年度に行った現状
分析のなかで、不妊治療の場で働く看護

者は、不妊看護に関して高い問題意識を

持っているにもかかわらず、個人では解

決できない困難な問題が多く、様々なジ

レンマやストレスを感じていることが明
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らかになった。そこで、同じような問題

意識をもった看護者どうしが関係をむす

び、つながりを強め、問題解決を図って

いく場が必要と考え、本ネットワークを

発足した。ネットワークの主なねらいは

以下の４点である。 
① つながること（Linking）…看護者同士が

所属や地域を越えて関係をむすび、つ

ながりを作ること。 
② 問題解決(p rob l em  so l v i n g )…情報交換 
  や自己研鑚の場を通じてお互いの問 
  題を明らかにし、自分達の力で問題解 
   決をはかること。 
③ エンパワメント( Empowerment)…看護

の専門性を発揮させながら、持ってい

る力を最大限に発揮していくこと。 
④ 社会へのアピール…不妊治療に携わ

る看護職の役割を社会に伝え、患者や

医療者が看護支援や不妊と関連する

さまざまな情報を共有できるように

すること。 
 
２）ネットワークの構築のプロセス  
＜準備期（9 8 年～9 9 年 7 月）＞ 

 不妊治療に携わる看護者は各施設のな

かで様々なジレンマを抱えていることか

ら、それらを解決するための方略の一つ

として看護者間のネットワークを構築し

ていくことの必要性が見いだされた。そ

こで、現状分析の過程で聞き取り調査を

おこなった施設の看護者数名と不妊看護

やネットワーク活動に関心を持つ看護者

にネットワークの発足を持ちかけ発足の

準備を行った（関連資料参照）。 
 
＜形成期（9 9 年 7 月～９月）＞ 

(1) ネットワークの立ち上げ（第 1 回
ミーティング）９９年７月１０日

（土） 
 参加者１１名。 

 「不妊看護のネットワークを考える会

（仮称）」を聖路加看護大学（東京）にて

開催。主任研究者よりネットワーク発足

の経緯に関する説明、メンバー間の自己

紹介を行った。参加者全員からネットワ

ーク発足および参加の同意が得られた。

ディスカッションの結果、以下のような

活動を本ネットワークで行うこととした。 
・対象者（クライエント）へのアプロ

ーチ 
 ・看護職者へのアプローチ 
・他職種や社会へのアプローチ：ピア 
 グループ、医師組織、厚生省等 
 (2) 第２回ミーティング：９月4日（土）
参加者 8名（新メンバー2名含む） 
 この回は、不妊に関する情報交換と、

ネットワークの活動に関する具体的な検

討を行った。その結果、看護職者へのア

プローチとして、次年度の日本助産婦会、

日本看護協会等での不妊看護に関する研

修会の企画、本ネットワークの専門誌へ

の広告掲載依頼、ニュースレターの作成

を検討した。 
 また、ネットワークの正式名称を「日

本不妊看護ネットワーク； Japan 
Infertility nursing Network（J.I.N.N.）」
とし、運営方法や活動の方向性、会則に

ついて検討した。 
 
＜活動期（９９年１０月～現在まで）＞  
  (1) 第 3 回ミーティング：10 月 2 日
（土）参加者 8名（うち新メンバー1名） 
 この回は、本ネットワークの運営方法、

会則等の具体的検討及び、メンバーの役

割分担を行った。 
 また、対外的な活動の第１歩として、

ニュースレター第 1号（関連資料参照）
発行への準備、及び 11 月 3 日に行われ
る「いいお産の日」（消費者主催のお産に

関するイベント）への参加を検討した。 
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  (2) 「第１９回日本性科学学会（10月
9日：三重県立看護大学（三重県津市）」
のおりにネットワーク発足のＰＲ活動を

行った。 
  (3) 「いいお産の日（東京）」への参加
およびニュースレター第 1号の発行：11
月 3日（火） 
 このイベントは良いお産について考え

る消費者主体のグループが企画運営して

いる。本ネットワークからは７名のボラ

ンティアが参加し、妊娠・分娩・不妊等

に関する相談活動を行った。イベントへ

の参加者の大半は看護職と妊婦とその家

族であったため、会のＰＲも兼ねてニュ

ースレターの配布も行った。 
また、これ以降、ネットワークのＰＲ

活動や第 1号ニュースレターの配布は各
メンバーが独自に行っている。 
 (4) 「第 44回日本不妊学会ワークショ
ップ」でのシンポジウム『不妊とコンサ

ルテーション』への参加：11月 12日（金） 
 本ネットワークから、森（座長）と有

森、福田（シンポジスト）が参加。また、

同時に会場でニュースレターを配布する

などの PR 活動もおこなった。学会参加
者の大半はまだ不妊看護について認識の

少ない医師が多かったにもかかわらず、

手ごたえは良好であった。 
  (5) 第４回ミーティング：11 月 13 日
（土）参加者１４名、うち新メンバー２

人 
 この回も、メンバー間で情報交換およ

び活動報告等を行った。また、会の活動

についてより具体的な検討を行った。 
 運営に関しては、今回までのミーティ

ング参加者を今年度のネットワークの世

話人とし、会員はオブザーバーとしてミ

ーティングに参加できることなど検討し

た。 
 (6) 第５回ミーティング：１月２２日

（土）参加者 11 名（オブザーバー１名
を含む） 
 この回も、世話人メンバー間で情報交

換および活動報告等を行った。また、今

年度の会の活動と次年度の活動計画の立

案がなされた。 
 
＜今後の活動予定＞  
 今後は以下のような活動が予定されて

いる。 
 ・看護職へのアプローチ：日本看護協

会・日本助産婦会での研修会、勉強会の

企画、ニュースレターの発行（年 2回）、
ＰＲ活動 
 ・クライエントへのアプローチ：ホー

ムページ開設、ＰＲ活動 
 ・他職種へのアプローチ：厚生省、医

師組織、ピアグループ等 
 なお、今後の課題としては、他職種の

入会や相談機能についての検討等があげ

られている。 
 
３）ネットワークの現在  

(1) 会員の特性  
 平成 12年３月７日現在の会員数は、 
世話人 16名を含めて合計 70名となった。
会員の年齢層は、30 代がもっとも多く
（表１、図１）、居住地は関東・甲信越地

方がもっとも多いが全国に分布した（表

２、図２）。所属は、臨床（ただし医療機

関の他、保健所や市町村保健センターな

ども含めた）がもっとも多く、教育職が

これに次いで多い（表３、図３）。 
 コメントの多くは、ネットワークを通

じて知識を深めたり、広く情報交換を行

いたいというものが最も多かった。さら

に、会員の多くは臨床の看護職であるた

め不妊患者と接する中でジレンマやスト

レスが生じており、不妊看護の重要性は

認識しているものの、どのような看護を
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行ったらいいのか見出せずにいると言う

内容が多かった。 
 また、自身も不妊治療を受けた経験が

あるためより良いケアを提供したいとの

コメントも 1 割強（10/70 名中）寄せら
れていた。 
 

(2) 活動内容  
 ①つながること（L i n k i n g） 
不妊治療に携わっている医師の間には古

くから学会や研究会があり、近年は医師

のみならず、co-medicalをも含めた研究
会も設立されている。また、不妊の当事

者である女性たちの peer-group などの
活動も活発になっている一方、不妊治療

に携わる看護者を主体としたネットワー

クは皆無であった。 
 本ネットワークでは、およそ 2ヶ月に
1 回世話人ミーティングを行ったり、学
会、イベント等への参加を通し、看護職

同士の横のつながりを深めつつある。今

後は、ニュースレターや研修会、勉強会

等を通じ会員同志のつながりも深めてい

くことになるだろう。 
 また、不妊治療に携わる関係職種とも

つながりを持とうとしているところであ

る。 
 
② 問題解決( p r o b l e m  s o l v i n g )  
現在、本ネットワークは活動期に入っ

ているが、会員募集を初めてからまだ日

が浅いため、主に世話人ミーティングと

ニュースレター（第１号）により会員間

の情報交換を行うことにより様々な問題

解決がなされているようである。 
会員の多くは臨床に携わる看護職が多

いため、治療や不妊患者へのケアに関す

るさまざまな問題に直面しているが、そ

れらについて相談する人がいないなど解

決の糸口を見いだせずにいる事が多い。

そのため、他の医療機関ではどのように

対応しているか、どのようなケアを提供

しているかなどの情報交換・情報提供が

行われることによってそれらの問題解決

の一助となっている。 
さらに、研修会への参加報告や、今後

の研修会予定等の情報交換、職能団体の

動向等、最新の知見を得ることによって

もさまざまな問題の解決へとつながって

いる。 
 また、問題解決を図るために、本ネッ

トワークでは情報交換のみならず、看護

者へむけての教育活動も計画中である。

平成１２年度は職能団体主催の全国規模

の研修会の企画および講師派遣を予定し

ている。特にこれまで不妊に関する研修

を行っていなかった幾つかの団体（日本

看護協会、日本助産婦会）で新たにこの

テーマを取り挙げて頂く運びとなった。 
 さらにグループでの勉強会については、

会員をその対象の中心とし始めていく予

定で現在計画中である。 
 
③ エンパワメント(  E m p o w e r m e n t )  

 不妊看護に携わる看護者は、高い問題

意識を持ちながらも横のつながりを持て

ずにいたためその専門性を発揮させたり、

問題に取り組んで行くことが出来ずにい

ることが多い。Kanterのモデル 14）によ

れば、医療現場において、Empowerment
を高めるための先行要因には、formal 
powerと informal powerを高めていく
必要があるとされている。組織（施設）

内のつながりだけでなく、それらを超え

た広いつながり（＝ネットワーク）はま

さにこの informal power を高めること
と考えられる。 
 定例のミーティングを重ね、情報交換

や意見交換を行うことによって、会員の

多くは自分の抱えていた問題の解決方法
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を見出したり、自分達もやれば出来るの

ではないかとの自信を獲得し、新しい取

り組みに挑戦しつつあるようである。さ

らにそのように看護者が力をつけていく

ことはクライエントへのよりよいケアに

還元されていると考えられる。 
 
④ 社会へのアピール 

・対象者（クライエント）に向けて 
対象者に対しては、メディアを通じて

ネットワークの存在や不妊の看護者の活

動をＰＲしている。そういったＰＲによ

り、クライエントからの質問や相談依頼

等が寄せられているが、現在のところは

会として相談機能を持ち合わせていない

ため、個別に対応している。今後、相談

の窓口を設けた場合、かなりのニーズが

あると考えられる。 
また、メンバー間でさまざまな情報交

換、問題解決がなされているため、それ

らが間接的にクライエントへのケアに反

映されていると考えられる。さらにＰＲ

活動により、看護者は不妊治療の場にお

いて何をする人なのかがクライエントに

伝わりつつあると言える。 
・看護職に向けて 
 看護職に対しては、ネットワークに関

する情報を専門誌への広告掲載を通して

行った。 
主な掲載誌は以下の通りである。 
・「助産婦雑誌」2000 年１月号および
３月号 
・「助産婦」2000年２月号 
・「家族と健康」2000年 1月発行 第
550号 
・「かんご」2000年２月号 
また、学会や研修会、各種イベントな

ど看護職が集まる場に参加したり、ニ

ュースレター1 号を無料で配布するな
どの活動も行なった。 

・他職種や社会に向けて～メディアを通

じてのＰＲ活動～ 
 これまでに新聞や雑誌等への掲載をは

じめとして看護職種だけでなく、社会へ

向けてもネットワーク活動をＰＲしてい

る。おもな掲載紙は以下の通りである。 
・日本経済新聞 
・東京新聞 
 ・中日新聞 
また、厚生省へもネットワーク発足と

活動内容を報告した。 
 
4 )  ネットワークの評価方略 

 専門職のネットワークはどのように評

価されるのかを検討するために、

Professional networking、 evaluation
を key wards として、1990～1999年の
過去１０年間にさかのぼって、CINAＨL
により検索を行った。その文献検討の結

果、ネットワークは２つの視点で評価が

行われていた。一つは、結果としてネッ

トワーク自体ができあがったものであっ

た。たとえば家族について研究をすすめ

るチームをつくったことでネットワーク

ができたという研究報告である 16)。もう

一つは、ネットワークがどのような成果

をもたらしたかについて明らかにする研

究である。たとえば、ネットワークをつ

くったことで、専門能力や、他に働きか

ける力（agency development）や経験の
若い人と関わっていく力を評価している

研究がこれにあたる 17)。 本研究におい

ても、上記の２つの視点で評価を進めて

いくことが考えられる。まず、「ネットワ

ークの立ち上げ」は、本年度達成された。

本ネットワークは自然発生的に生じたネ

ットワークとは異なり、研究のプロジェ

クトとして意図的に呼びかけられ、発生

したネットワークである。その構築まで

のプロセスは、本報告書にも明らかにさ
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れている。 
 ２つめは、ネットワークの成果を評価

することである。成果の評価には、２つ

の方法を検討している。一つは不妊看護

ネットワークの目的（ねらい）の達成度

であり、もう一つは、会員にとっての本

ネットワークに参加することの意味を明

らかにすることである。 
 まず、目的（ねらい）の達成度につい

て述べる。不妊看護ネットワークは、１ 

メンバーがつながること、関係を結ぶこ

と、２ メンバーのひとりひとりが自分

の能力を活かして問題解決の一助となる

こと、３ 勇気づけられること、元気に

なること、４ 不妊看護を社会にアピー

ルすることを目的に掲げて立ち上がった。

この目的がどのように達成されたかにつ

いて、明らかにすることが必要と考える。

そのためには、ねらいが達成できた状態

について具体的に設定する必要がある。

また、一方では、現在、目的に掲げた１

～３の項目を測定するのに適した既存の

質問紙の探索も行っている。調査対象は、

ネットワークのメンバー（70 名：2000
年３月 7日現在）である。 
 また、目的４に対してはマスメディア

を通して行われた報道の現状（関連資料

参照）、市民、他の医療職からのネットワ

ークへの反応をデータとする予定である。  
 次に、不妊看護ネットワークに参加す

ることの意味を明らかにすることについ

て述べる。不妊という現象はその土地の

文化的歴史的な価値観に大きく影響され

るものであり、我が国における不妊とい

う現象の特性をふまえて、本ネットワー

クの意味について、質的に明らかにして

いく必要もあろう。 
 ネットワークの成果を評価する時期に

ついては、ネットワークの活動が始まっ

たのが、１９９９年１１月でありネット

ワークの活動の成熟から考えても、１年

経過した時点が妥当と考える。 
 
Ⅴ．結語  
１．本研究で作成する看護ガイドライン

の開発方法、基本理念を検討し、こ

れを用いる対象領域を明確化した。 
２．不妊看護ネットワークの目的と構築

プロセスを明らかにし、ネットワー

クの評価方略を検討した。 
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不妊看護のネットワークを考える会(仮称) 

発足の経緯 

 

ハイテクノロジーによる生麺補助技術の発展を青景に、倫理的、社会的、心理的問題

をほとんど野放しにした状態で不妊治療が行われています。それは、不妊の人々に対す

る医療や支援はどのようにあったらよいのかという十分な講論やコンセンサスがないま

ま進行しています。当然のごとく、そのような事情から、不妊の人々は「からだとここ

ろを生かし、自分らしい幸せな人生を、社会の中で送る」という人間としての包括的な

視点からは、不十分な支援しか受けていません。とくにカウンセリングやメンタルケア

のニーズに応える体制はあまり整備されていません。 

多様な診療形態の、それぞれの治療機関の、それぞれの勤務部署の中で、看護者は対

象の理解も十分とはいえない準備状態に置かれたまま、どのように支援したらよいのか、

悩み、困っているのが現状です。 

医療ネットワークと呼ばれるものは、セルフヘルプグループも含めると、96 年末現在、

1109 団体あります(99 年イミダス調べ)。リブロダクティブヘルスや不妊に関するグルー

プ、インターネットのホームページを開設しているグループ(不妊については看護者個人

によるものが一つあります)もみられています。 

ネットワーク、ネットワーキングは、1970 年代後半に登場した新しいタイプの社会運

動で、共生社会を志向すること、対等で自立的なグループがゆるくヨコにつながってい

ること、画人の自発性と権限の分散を重視すること、樹木型ではなく根茎型の自在なつ

ながりをつくること、告発型でなく提案型であることなどの特徴をもちます。これから

私たちがつくるネットワークは、どのようなものを目指し、どのような内容にしていく

のか、皆さんと一緒に考えていきたいと思います。つながること、関係をむすぶことで

さまざまな問題の解決の一助となり、何より、勇気づけられたり、元気になれることも

あると思います。 

また、専門職、専門性ということも合わせて考えてみたいと思います。ある臨床心理

士の方は次のように述べています。「『専門性』とは役割や身分、地位に自動的に付随し

た属性ではない。言い換えれば、自分と向き合い、より深く認識する過程から発酵して

くるといってもよい。」と。つまり、資格を取っただけ、持っているだけ、名乗っている

だけで、そこに付いてくるものではないということです。不妊の人々はまだ、看護者を、

自分たちを支援してくれる専門職であるとは、ほとんど思っていません。期待がない、

瑚待が生まれない、それは実績がないためでしょう。私たちが自分と向き合い、自分を

生かす道を拓いていきたいと思います。 

 

1999.7.10 

森明子 














